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人口減少と地域経済縮小への対策として，政府はまち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し，その中で

「若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現」を重点項目の一つとした．今後多くの地域において，子

育てのしやすい地域づくりへの関心が集まると予想される． 

本稿では，子育てをしながら就労する女性を対象に，1日の活動や移動の実態と都市規模や交通サービ

スレベルとの関係性を明らかにすることを試みた．分析には，地域類型間の比較が可能かつ，個人の続柄

が特定可能な全国都市交通特性調査のデータを用いた．具体的には，子育て中の就労女性の世帯構成別に，

１人１日あたりトリップ数，利用交通手段，移動時間などの交通特性と，都市規模や交通サービスレベル

とのクロス分析を実施し，地域の特徴に応じた女性の移動の実態を明らかにした． 

 

     Key Words :working mother, travel behabiors, level of travel service 

 

 

1. はじめに 

 

政府は，平成26年11月，これからの人口減少社会の中

で地域を持続させるための様々な取り組みを推進するま

ち・ひと・しごと創生法を施行した．まち・ひと・しご

と創生本部が策定した総合戦略では，「若い世代の結

婚・出産・子育ての希望をかなえる」ことを基本目標の

1つとしている．また，仕事と子育ての両立を支援し，

女性の労働力を最大限活かすことで，地域の持続的な経

済成長の実現を目指すこととし，第1子出産や子の小学

校就学後も継続的に女性が就労できる社会システム構築

に向けたアクションプランが示されている1)． 

子育て期の女性の離職率が高い理由としては，子育て

と就労を両立するための仕組みや支援等の制度面に対す

る指摘が多いが，自身の体力に不安を感じて離職するケ

ースも少なくない2)．平成22年国勢調査によると，5歳未

満の子を持つ共働き世帯の87%が核家族であり，親のサ

ポートを受けにくい環境に置かれている．そのため，働

く子育て女性への支援として，制度面だけでなく，日々

の活動に伴う負荷を軽減するためのまちづくりの視点に

立った対策も必要である． 

この点については，たとえば，改正都市再生特別措置

法に基づき，全国の自治体で一斉に始まった立地適正化

計画や公共交通網形成計画等の策定において考慮される

ことが望ましい．しかしながら，働く子育て女性の日々

の活動に関する定量的な実態把握は少なく，子育て女性

の就労を促進することによる地域への影響などの将来見

通しが十分ではない状態で施策の検討が行われる可能性
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がある． 

そこで，本稿は，核家族の働く子育て女性の交通特性

について，都市規模や居住地の交通サービスとの関係を

分析し，地方創生やコンパクトシティ形成が働く子育て

女性に与える影響や，働く子育て女性の増加が地域に与

える影響について推察することを目的とする． 

 

2. 既往研究のレビュー 

 

 既往研究において交通行動の視点からは，世帯類型や

女性の属性によって，自動車保有率や交通手段選択，1

日の活動量に差異があることが確認されているが3) 4) 5) 6)，

子育て女性の就業形態に着目した分析例は少ない7)． 

また，都市計画の視点からは，住宅開発と連動した子

育て施設整備についての自治体間比較を行った研究8)や，

子育て世帯支援を都市計画の面から実現する必要性を述

べた研究1)がある．しかし，働く子育て女性の交通行動

と都市規模や都市構造の関係を分析したもの，あるいは

交通行動から都市のあり方を論じた研究は少ない． 

 

3. 分析方針 

 

(1) 使用データと地域類型 

 本研究では，世帯構成と個人の交通行動実態が把握で

きる唯一のデータであるパーソントリップ調査データを

活用する．具体的には，国土交通省が実施した平成22年

全国都市交通特性調査の交通実態データを活用し，調査

対象である全国70都市を三大都市圏・地方都市圏に分類

し，交通行動特性の実態分析を行う．全国都市交通特性

調査は，全国の都市を人口規模等で設定した10の地域類

型に振り分け，地域類型ごとに人口密度や自動車分担率

が平均値に近い数都市を選定し調査対象としているため，

地域類型での比較が可能である． 

また，全国都市交通特性調査の調査対象世帯は，各市

で30調査区（町字単位）を選定し，住民基本台帳から無

作為に抽出している．そこで，個人の居住地の交通サー

ビス水準は，調査区の最寄り駅までの距離（調査区重心

からの直線距離）として設定した． 

 

(2) 分析対象と世帯類型 

 本研究では，働く子育て女性に着目することから，20

～44歳の女性の平日の交通行動特性を分析対象とした．

また，全国都市交通特性調査の調査項目である世帯員の

年齢と世帯主からみた続柄の回答結果により，分析対象

女性の世帯を，①単身世帯，②夫婦のみ世帯，③夫婦と

子の世帯（子の最少年齢5歳以下），④夫婦と子の世帯

（子の最少年齢6歳以上）の4つの世帯類型にに分類した． 

4. 働く子育て女性の交通実態分析 

 

(1) 1日のトリップ数 

世帯類型および就業形態・地域類型別の女性の1日の

トリップ数を図-1に示す．  

5歳以下の子を持つ場合にトリップ数が多く，その内

訳をみると，送迎トリップが他の類型との差分となって

いることがわかる．全国都市交通特性調査データでは送

迎相手の特定はできないが，子の年齢が6歳以上の場合

に送迎目的のトリップ数が減少していることから，5歳

以下の子を持つ世帯の送迎は，幼稚園・保育園への送迎

を多く含んでいると推察される．  
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図-1 1人1日あたりトリップ数（移動の目的別） 
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(2) 交通手段利用状況 

世帯構成別の女性の代表交通手段分担率を図-2に示す．

三大都市圏・地方都市圏のいずれにおいても，自動車分

担率が最も高い類型は，5歳以下の子を持つ就業女性で

ある．特に地方都市圏では86%であり，ほとんどの移動

で自動車が利用されている．また，三大都市圏において

も56%と高く，同じ三大都市圏の単身世帯・就業女性の

2倍以上となっている．公共交通サービス水準に因らず，

子育て期の働く女性は，自動車への依存度が高い．この

ことは，女性の子育てと就労の両立を推進することによ

って，道路交通量の増加がもたらされる可能性を示唆し

ている． 
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図-2 代表交通手段分担率 

(3) 1日の総移動時間・総移動距離 

世帯構成別の就業女性の1日の総移動時間及び総移動

距離を図-3に示す．同じ都市圏の中では，5歳以下の子

を持つ就業女性の総移動時間と総移動距離が最も小さい．

一方，単身世帯や夫婦のみ世帯では，総移動時間と総移

動距離が比較的大きい．これらは，鉄道分担率と連動し

ており，鉄道分担率が高いほど，移動時間と移動距離が

大きくなっている．ここまでの分析で，就業女性は，幼

い子を持つと，それまでより狭い圏域で自動車での移動

を中心に活動するようになることが定量的に示された． 

 

(4) 交通サービス水準と交通行動特性の関係 

世帯構成別の自動車分担率及び総移動時間・総移動距

離について，居住地の最寄り駅までの距離帯別に算出し

た結果を図-4・5に示す．自動車分担率は，いずれの世

帯類型・地域類型においても，最寄り駅までの距離が近

い方が低い．立地適正化計画等によりコンパクトシティ

を推進することで，子育て期の女性の自動車利用増加の

軽減が期待される．ただし，最寄り駅1km未満であった

としても，5歳以下の子を持つ就業女性の自動車分担率

は80%と高く，行先である保育園・幼稚園や通勤先につ

いても，居住地と同様にコンパクト化する必要があると

考えられる．1日の総移動時間・総移動距離は，5歳以下

の子を持つ就業女性については，最寄り駅までの距離に

よる差異はなく，他の世帯構成の女性よりも活動範囲が

狭くなる傾向は共通である． 

 

4. おわりに 

 

5歳以下の子を持つ働く女性は，比較的狭い範囲で活

動していることがわかり，政府が推進するコンパクトな

都市構造の形成は，受け入れやすいまちづくりのコンセ

プトであると考えられる．そのため，子育て期の女性 

87.5 

59.4 

87.4 

58.6 

67.6 

55.4 

79.0 

60.0 

0 25 50 75 100

三大

都市圏

地方

都市圏

三大

都市圏

地方

都市圏

三大

都市圏

地方

都市圏

三大

都市圏

地方

都市圏

単
身

夫
婦
の
み

夫
婦
＋
子

（
少
子
年
齢

5
歳
以
下
）

夫
婦
＋
子

（
少
子
年
齢

6
歳
以
上
）

分

 

32.4 

23.8 

33.0 

23.1 

22.7 

21.8 

30.6 

24.8 

0 10 20 30 40

三大

都市圏

地方

都市圏

三大

都市圏

地方

都市圏

三大

都市圏

地方

都市圏

三大

都市圏

地方

都市圏

単
身

夫
婦
の
み

夫
婦
＋
子

（
少
子
年
齢

5
歳
以
下
）

夫
婦
＋
子

（
少
子
年
齢

6
歳
以
上
）

km

 

図-3 1日の総移動時間(左)と総移動距離(右) 

（就業女性） 
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図-4 居住地の最寄り駅までの距離帯別自動車分担率

（就業女性） 
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図-4 居住地の最寄り駅までの距離帯別 1日の総移動時

間(左)と総移動距離(右)（就業女性） 

 

の就労支援策としても期待されるが，一方で，自動車が

主な移動手段となるため，周辺道路への影響に留意が必

要である．子育て期の女性の自動車利用を抑制する交通

施策と都市構造を一体的に検討することが望ましい． 

 また，全国都市特性調査を用いて算出した朝夕送迎の

夫婦内での役割分担をみると（図-6），妻のみが送迎を 
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図-6 少子年齢 5歳以下世帯の送迎の役割分担 

（妻の就業形態別） 

 

担当している世帯は70%以上と高く，子育て期の女性の

負担を軽減するためには，育児や家事に男性が主体的に

参画できる環境づくりも重要である．そのため，居住

地・送迎先・通勤先の関係性が，夫婦の育児・家事等の

役割分担や家族で過ごす時間の長さに与える影響につい

て分析を実施し，女性の継続的な就労を支援するまちづ

くりの方向性について検討することが今後の課題である． 
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